
OECD基準による社会支出のうち、家族分野への支出割合（2005年）

資料：OECD “Social Expenditure Database 2008”（日本のGDPについては内閣府経済社会総合研究所「平成20年度国民経済計算確報」による。）

〔家族関係の給付の社会保障関連給付全体に対する割合〕

（注）家族関係の給付とは、出産や育児に伴う給付、児童養育家庭に対する給付（児童手当等）、保育関係給付、支援の必要な児童の保護に

 
要する費用、就学前教育費など
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